
大船渡・住田定住自立圏域スポーツ合宿支援補助金交付要綱 

（目的） 

第１ スポーツ合宿を誘致することにより、地域住民の競技力向上に資する機会を提供するととも

に、交流人口の拡大及び地域の活性化を図るため、大船渡・住田定住自立圏（以下「定住自立圏」

という。）域内のスポーツ・体育施設及び宿泊施設を使用して合宿を実施した場合に要する経費

に対し、予算の範囲内で、大船渡市補助金等交付規則（平成13年大船渡市規則第56号）及びこの

要綱により補助金を交付する。 

（補助対象者） 

第２ 補助金の交付の対象となる者は、定住自立圏域外の学校（学校教育法（昭和22年法律第26号）

第１条に規定する小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校（幼

稚部を除く。）、大学及び高等専門学校をいう。）の児童、生徒又は学生及び指導者で構成する

スポーツに関する活動を行う団体（以下「スポーツ団体」という。）とする。 

（補助対象事業） 

第３ 補助金の交付の対象となる合宿（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号に掲げる要

件をいずれも満たすものとする。 

(１) スポーツ団体が、スポーツ技術の向上を目的に、定住自立圏域内のスポーツ施設（大船渡

市スポーツ施設条例（昭和53年大船渡市条例第14号）に定めるスポーツ施設（大船渡市体育セ

ンターを除く。）、住田町体育施設（住田町体育施設の設置及び管理に関する条例（平成10年

住田町条例第７号）に定める施設）及び住田町運動公園（運動公園の設置及び管理に関する条

例（昭和60年住田町条例第６号）に定める施設（緑地公園、ふれあい広場、その他付帯施設を

除く。））その他市長が認める施設をいう。）を使用して行う合宿であること。 

(２) 旅館業法（昭和23年法律第138号）第２条に規定する旅館・ホテル営業又は簡易宿所営業を

営む市内の施設に宿泊するものであること。 

(３) スポーツ団体の宿泊日数が連続して２日以上であり、かつ、宿泊者数が延べ20人以上であ

ること。 

２ 前項の規定にかかわらず、市及び住田町の他の補助金の交付を受けて行う合宿その他市長が補

助金を交付することが不適当と認める合宿は、補助対象事業としない。 

３ 同一年度内に同一のスポーツ団体の合宿が複数回行われる場合は、そのうちの１回に限り補助

対象事業とする。 



（補助金額） 

第４ 補助金の額は、延べ宿泊者数に2,000円を乗じて得た額とし、20万円を限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第５ 補助金の交付を受けようとするスポーツ団体（以下「申請者」という。）は、大船渡・住田

定住自立圏域合宿支援補助金交付申請書（様式第１号）を合宿開始の14日前までに市長に提出し

なければならない。 

（補助金の交付決定） 

第６ 市長は、補助金の交付を決定したときは、速やかにその決定の内容を大船渡・住田定住自立

圏域スポーツ合宿支援補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求等） 

第７ 申請者は、補助対象事業が終了したときは、大船渡・住田定住自立圏域スポーツ合宿支援補

助金実績報告書兼請求書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

２ 申請者は、宿泊した宿泊施設を代理人と定め、補助金の受領に係る権限を委任することができ

る。この場合において、申請者は、委任状（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付） 

第８ 市長は、第７の規定による書類を受理したときは、当該書類を審査し、事業の内容が補助金

の交付決定の内容に適合すると認めたときは、補助金を交付するものとする。 

（補則） 

第９ この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

 

 


